
第３３巻第１号（通巻第６３号） ２０１９

論 説
ネット通販業者の売上税納付義務

―合衆国最高裁ウェイフェア事件判決の意味するもの―
太田 幸夫

民事信託預金口座の実務上の法的課題
―信託財産の独立性保全機能と

マネロン・テロ資金供与リスク対策を中心に―
～「民事信託」実務の諸問題⑵～ 金森 健一

「法治国家の擁護」と「司法国家」の間，
またはB.リューテルスに寄せる小論
―法律学批判としての法律学について 小貫 幸浩

取得時効と所有権の剥奪
―JAパイ対イギリス事件をめぐるフランス学説の検討―

林田 光弘
１９６４年公民権法第７編における「性別に基づく差別」の解釈

石田 若菜

判例研究
貸金債権の支払督促による保証債務の消滅時効の中断

―最判平成２９年３月１３日 裁判集民２５５号４３頁―
上河内 千香子

不動産に対する商人間の留置権の成否
―最一判平成２９年１２月１４日民集７１巻１０号２１８４頁
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税条例における税率の誤記を遡及的に是正できるか？

―法制実務及び日米判例を参考にして―………………………太田 幸夫
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駿河台大学法学会規約
第１条 本会は，駿河台大学法学会

と称する。
第２条 本会の事務所は，駿河台大

学法学部内に置く。
第３条 本会は，法，政治および法

学教育に関する学術の研究お
よび普及をもってその目的と
する。

第４条 本会は，前条の目的を達成
するために，次の事業を行な
う。
１ 機関誌「駿河台法学」の

発行
２ 研究会・講演会の開催
３ その他本会の目的を達成

するため必要と認める事業
第５条 本会の会員は，次の各号の

いずれかに該当する者とする。
１ 一般会員 駿河台大学専

任教員で，第
３条に該当す
る目的に賛同
する者

２ 特別会員 本会に入会を
希望する者で，
総会の承認し
た者

３ 名誉会員 会員の推薦に
もとづき総会
の承認した者

第６条 一般会員および特別会員は，
総会の定めるところに従い，

会費を納めなければならない。
第７条 本会に次の機関を置く。

１ 会長
２ 運営委員会
３ 機関誌編集委員会
４ 学生法学論集編集委員会
５ 監査

第８条 会長は，毎年１回総会を招
集しなければならない。ただ
し，会長は，必要と認めると
きは，臨時総会を招集するこ
とができる。一般会員の３分
の１以上の要求があった場合，
会長は，速やかに総会を招集
しなければならない。

第９条 総会は，次の事項につき審
議決定する。
１ 会長，運営委員，機関誌

編集委員，学生法学論集編
集委員および監査の選任

２ 予算および決算の承認
３ その他本会の運営に関し

必要な事項
第１０条 総会は，一般会員の２分の

１以上の出席で成立し，議事
は，出席者の過半数でこれを
決する。

第１１条 本会の経費は，会費その他
をもってあてる。

第１２条 本会の会計年度は，４月１
日より翌年の３月３１日までと
する。
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